
別
表
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

附

則

１

こ
の
告
示
は
、
令
和
八
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

２

こ
の
告
示
に
よ
る
改
正
後
の
国
内
外
に
お
け
る
経
営
資
源
活
用
の
共
同
化
に
関
す
る
調
査
に
関
す
る
省
令
の
規
定
に
基
づ
く
経
済
産
業
大
臣
の
証
明
に
係
る
基
準
等
の
規
定
は
、
こ
の
告
示
の
施
行
の
日
以
後
に
取
得
す
る
株
式
に
係
る
事

業
活
動
の
実
施
の
状
況
に
係
る
経
済
産
業
大
臣
の
証
明
（
国
内
外
に
お
け
る
経
営
資
源
活
用
の
共
同
化
に
関
す
る
調
査
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
令
和
八
年
経
済
産
業
省
令
第
三
十
五
号
）
に
よ
る
改
正
後
の
国
内
外
に
お

け
る
経
営
資
源
活
用
の
共
同
化
に
関
す
る
調
査
に
関
す
る
省
令
第
四
条
第
一
項
か
ら
第
四
項
ま
で
の
規
定
に
基
づ
く
経
済
産
業
大
臣
の
証
明
を
い
う
。）に
つ
い
て
適
用
し
、
同
日
前
に
取
得
し
た
株
式
に
係
る
事
業
活
動
の
実
施
の
状
況
に
係

る
経
済
産
業
大
臣
の
証
明
（
国
内
外
に
お
け
る
経
営
資
源
活
用
の
共
同
化
に
関
す
る
調
査
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
令
和
八
年
経
済
産
業
省
令
第
三
十
五
号
）
に
よ
る
改
正
前
の
国
内
外
に
お
け
る
経
営
資
源
活
用
の
共
同

化
に
関
す
る
調
査
に
関
す
る
省
令
第
四
条
第
一
項
か
ら
第
三
項
ま
で
の
規
定
に
基
づ
く
経
済
産
業
大
臣
の
証
明
を
い
う
。）に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

令和年月日 火曜日 (号外特第号)官 報
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